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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は，本学の教職員等が行った発明等の取扱いについて定め

ることにより，本学における学術研究の振興を図るとともに，学術研究及

び教育活動の成果の活用を通じて社会貢献に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において「知的財産権」とは，次に掲げるものをいう。 

(1) 特許法に規定する特許権，実用新案法に規定する実用新案権，意匠法

に規定する意匠権，半導体集積回路の回路設置に関する法律に規定する

回路配置利用権,種苗法に規定する育成者権及び著作権法に規定する著

作権並びに外国におけるこれらの権利に相当する権利 

(2) 特許法に規定する特許を受ける権利，実用新案法に規定する実用新案

登録を受ける権利，意匠法に規定する意匠権を受ける権利,半導体集積

回路の回路配置に関する法律に規定する回路配置利用権の設定の登録

を受ける権利及び種苗法に規定する品種登録を受ける権利並びに外国

におけるこれらの権利に相当する権利 

(3) 前２号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち，秘匿すること

が可能な財産的価値があるもの（以下「ノウハウ」という。）に係る権

利 

２ この規程において「発明等」とは，次に掲げるものをいう。 

(1) 特許権の対象となる発明 

(2) 実用新案権の対象となる考案 

(3) 意匠権，回路配置利用権及び著作権の対象となる創作 



(4) 品種登録に係る権利の対象となる育成 

(5) ノウハウの案出 

３ この規程において「職務関連発明」とは，次に掲げるものをいう。 

(1) 本学の研究費（本学が外部から受け入れた研究費を含む。）を用いて

実施された研究又は本学の施設,設備若しくは装置（本学が第三者から

貸与され，その管理を行っているものを含む。）を利用した研究により

得られた発明等（ただし，著作権法第２条第１項第１０号の２に規定す

るプログラムの著作物及び同号の３に規定するデータベースの著作物

(以下「プログラム等の著作物」という。）以外の著作物に係る発明等を

除く。） 

(2) 前号には該当しないが，その性質上本学の業務範囲に属し，かつ，そ

の発明をするに至った行為が本学における現在又は過去の職務に属す

る発明等（ただし，プログラム等の著作物以外の著作物に係る発明等を

除く。） 

(3) 本学の発意に基づき実施された教育成果で，本学の名義をもって，公

表又は学外への移転が予定される発明等 

４ この規程において「教職員等」とは，次に掲げる者をいう。 

(1) 本学の専任教職員 

(2) 明治大学研究推進員及び研究支援者の採用等に関する規程（２００５

年度規程第２９号）による研究推進員及び研究支援者，本学が学外から

受け入れた研究員，非専任教職員並びに学生のうち，この規程の適用を

受けることに同意した者 

（権利の帰属） 

第３条 教職員等が行った職務関連発明に係る知的財産権は，原則として本

学が承継し，本学に帰属するものとする。ただし，第５条の規定により，

本学が当該知的財産権を承継しないと決定したときは，当該職務関連発明

を行った教職員等に帰属する。 

第２章 届出，帰属の決定及び出願手続 

（発明等の届出） 

第４条 教職員等は，職務関連発明に該当する発明等を行ったときは，学会

発表等の公表前に，所定の様式により，研究活用知財本部長（以下「本部

長」という。）に届け出なければならない。ただし，著作物及びノウハウに

係る発明等の届出については，次項又は第３項の規定によるものとする。 

２ 著作物に係る発明等については，次の各号のいずれかに該当するものに

限り，届け出るものとする。 



(1) プログラム等の著作物であって，第三者に対し譲渡し，若しくは利用

許諾する予定があるもの又は財産的価値が顕在化しており，技術移転が

可能であるもの 

(2) 教育教材に関する著作物であって，第三者に対し利用許諾する予定が

あるもの又は財産的価値が顕在化しており，技術移転が可能であるもの 

３ ノウハウに係る発明等については，次の各号のいずれかに該当するもの

に限り，届け出るものとする。 

(1) 本学が承継した職務関連発明と密接な関係を有し，一体として技術移

転される可能性があるもの 

(2) 共同研究の成果であって，当事者間で一定期間秘密管理するとの合意

がなされたもの 

(3) 財産的価値が顕在化しており，技術移転が可能であるもの 

（決定） 

第５条 本部長は，前条の規定による届出があったときは，速やかに，当該

届出に係る発明等（以下「当該発明等」という。）が職務関連発明に該当す

るか否かの認定及び当該発明等に係る知的財産権の承継の可否を決定しな

ければならない。 

（発明者への通知） 

第６条 本部長は，前条の規定による決定を行ったときは，速やかに，その

内容について，届出をした教職員等（以下「発明者」という。）に通知しな

ければならない。 

（不服申立て） 

第７条 発明者は，本部長による職務関連発明の該当の認定等に対して不服

がある場合には，前条の規定による通知を受領した日から２週間以内に，

所定の書式により，研究活用知財本部（以下「本部」という。）を経て，学

長に対し，不服を申し立てることができる。 

２ 学長は，前項の申立てがあったときは，別に定める知的財産に関する不

服申立審査委員会に諮問して意見を聴取した上で，当該申立ての当否を決

定し，その結果を発明者及び本部長に通知するものとする。 

３ 本部長は，前項の決定に従い，理事会の承認を得て，適切な処置を行う

ものとする。 

（任意譲渡） 

第８条 教職員等は，職務関連発明に該当しない発明等に係る知的財産権に

ついて，本学に対し譲渡を申し出ることができる。 

２ 本部長は，前項の申出があったときは，当該発明等に係る知的財産権の



承継の可否を決定しなければならない。この場合においては，第５条及び

第６条の規定を準用する。 

３ 前項の規定により本学が承継した知的財産権については，第５条の規定

により本学が承継した知的財産権と同様の取扱いとする。 

（権利譲渡書の提出） 

第９条 発明者は，当該発明等について，本学が知的財産権を承継するとの

決定の通知を受けたときは，所定の権利譲渡書を，本部長へ提出しなけれ

ばならない。 

（譲渡等の制限） 

第１０条 発明者は，当該発明等について，本学が知的財産権を承継しない

との通知を受領した後でなければ，当該発明等について自らの名義で出願

し，又は当該発明等についての権利を第三者に譲渡してはならない。 

（承継した知的財産権の取扱い） 

第１１条 本部長は，知的財産権を承継すると決定したときは，当該知的財

産権について，出願又は登録等の手続を行うものとする。ただし，ノウハ

ウとして保護することが適切であると判断したものについては，この限り

でない。 

２ 本部は，本学が承継した知的財産権について，技術移転活動を推進し，

その速やかな移転に努めるものとする。 

３ 本部長は，本学が承継した知的財産権について，出願又は登録等の維持

が不要と判断したときは，放棄することができる。ただし，発明者が希望

したときは，当該知的財産権を当該発明者に返還する。 

（発明者の義務） 

第１２条 発明者は，本学が承継した知的財産権に係る出願又は登録等の手

続に関し，本部に対し必要な協力をしなければならない。 

２ 発明者は，本部が行う知的財産権の技術移転活動に関し，本部の求めに

応じ，情報の提供及び技術上の協力を行わなければならない。 

３ 発明者は，前項の場合において，本部の同意なしに，知的財産権の技術

移転に係る契約条件及び契約金額等の交渉を行ってはならない。 

第３章 報償 

（実施報償） 

第１３条 本学は，本学が承継した知的財産権について，企業等に譲渡し，

又は実施許諾することによりロイヤリティを得た場合は，管理費としてロ

イヤリティの１５パーセントを徴収した後で，次に掲げる比率に基づき，

発明者に対して報償金を支払うものとする。 



 

ロイヤリティ金額（年間） 発明者 本学 

１００万円以下 ８０％ ２０％ 

１００万円を超え１，０００万円以下 ５０％ ５０％ 

１，０００万円超 ３０％ ７０％ 

（特許出願時及び特許登録時の報償） 

第１４条 本学は，本学が承継した知的財産権について特許を出願したとき

及び特許権を登録したときには，発明者に対し，次に掲げる報償金を支払

うものとする。 

(1) 特許を出願したとき １件につき１０，０００円 

(2) 特許権を登録したとき １件につき２０，０００円 

（転退職・承継したときの報償金の支払） 

第１５条 前２条に規定する報償金を受ける権利は，当該権利に係る発明者

が転職し，又は退職した後も存続する。 

２ 前項の権利を有する発明者の死亡による相続などの一般承継がなされた

ときは，その承継人が当該権利を承継する。 

（複数の発明者による報償金の支払） 

第１６条 報償金を受ける権利を有する発明者が複数いるときは，当該発明

者間で合意した割合に応じて支払うものとする。 

（連絡先の届出） 

第１７条 報償金を受ける権利を有する発明者又は承継人は，連絡先，振込

口座及び承継の事実等を本部に届け出なければならない。 

第４章 雑則 

（著作者人格権の不行使） 

第１８条 本学に帰属した著作権に係る発明者は，著作権法第１７条に規定

する著作者人格権又は外国におけるこれに相当する権利を行使しないも

のとする。 

（秘密保持） 

第１９条 発明者及び発明等に係る業務に従事している者又は従事してい

た者は，本学に帰属した発明等の内容及びその関連事項について，当該発

明等の内容が公開又は公表されるまでの期間は，別に定める秘密情報取扱

要領に従い，秘密を守らなければならない。ただし，本学と発明者が合意

の上で公表する場合又は本学と発明者の責めによらず公知になった場合は，

この限りでない。 



（職務関連発明に係る有体物の帰属と管理） 

第２０条 本学に帰属した職務関連発明に係る次の各号に掲げる有体物は，

本学に帰属する。 

(1) 研究・教育の過程において創作又は取得されたものであって，研究・

教育の目的を達成したことを示すもの 

(2) 研究・教育の過程において創作又は取得されたものであって，前号に

規定する有体物を創作又は取得するのに利用されるもの 

(3) 前２号に規定する有体物を創作又は取得するに際して派生して創作

又は取得されたもの 

(4) 前３号に規定する有体物について記録・記載した電子記録媒体，紙記

録媒体等 

２ 発明者は，前項に規定する有体物について，当該職務関連発明に係る知

的財産権が公表されるまでは，容易に第三者に知られ，又は持ち出されな

いよう適切に管理しなければならない。 

３ 前項のほか，発明者は，別に定める研究成果有体物取扱要領に従い，有

体物を管理しなければならない。 

（退職後の取扱い） 

第２１条 発明者が転職し，又は退職した場合においても，当該発明等が職

務関連発明に該当する場合の取扱いは，この規程によるものとする。 

（事務） 

第２２条 この規程に関する事務は，研究推進部が行う。 

附 則（２０００年度規程第７号） 

この規程は，２０００年（平成１２年）１０月１７日から施行する。 

（通達第１０７５号） 

附 則（２００１年度規程第１５号） 

この規程は，２００２年（平成１４年）４月１日から施行する。 

（通達第１１４４号）（注 事務機構改善による知的資産センター事務室の新設に伴う当

該条項の改正） 

附 則（２００４年度規程第２０号） 

この規程は，２００５年（平成１７年）２月１６日から施行する。 

（通達第１３４０号）（注 「明治大学社会連携ポリシー」及び「明治大学知的財産ポリシ

ー」の制定に伴う全部改正） 

附 則（２００５年度規程第３０号） 

この規程は，２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（通達第１４４９号）（注 明治大学研究推進員及び研究支援者の採用等に関する規程の



制定に伴う改正） 

附 則（２００７年度規程第２１号） 

この規程は，２００７年（平成１９年）９月１０日から施行する。 

（通達第１５６２号）（注 事務機構改革の実施による部署名称等の変更に伴う改正） 

附 則（２００９年度規程第７号） 

この規程は，２００９年（平成２１年）６月１０日から施行し，改正後の

規定は，同年４月２２日から適用する。 

（通達第１８０７号）（注 事務機構第二次見直しによる部署名称等の変更に伴う改正） 

   附 則（２０１１年度規程第３号） 

この規程は，２０１１年（平成２３年）５月２６日から施行する。 

（通達第２０１５号）（注 社会連携促進知財本部の名称変更に伴う改正） 

 


